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はじめに 

新しい「港湾の施設の技術上の基準（平成 19 年）」におけるレベル２地震動に対する耐震設計法では，水平

変位が所定の性能を満足すべく設定するよう改定となり，従来の重力式構造物では，条件によって水平変位を

１m程度以内に設定するのが容易ではなくなっている．そこで，ニューマチックケーソン工法による護岸構造

の、耐震強化施設としての成立性を，地震後の残留変位に着目して検討した． 

ニューマチックケーソン式護岸は躯体の剛性が大きいため，地震力を受けた際の変位は剛体挙動に近く，躯

体が，むしろ背面地盤の変位を拘束するように機能する．下端が堅固な支持層に根入れされていれば，護岸全

体の滑動はなく，根入れ部を中心とした回転変位が支配的なモードになり，護岸天端の地震後の残留変位量も

小さなものになることが予想される． 

以下では，支持層の地盤物性や根入れ長，さらに背面地盤の液状化などが，ニューマチックケーソン式護岸

のレベル２地震時残留変位に及ぼす影響を解析し，耐震強化施設としての成立性を検討した． 

１. 検討条件 

解析は 2 次元有効応力法地震応答

解析プログラム FLIP１）を使用した． 

解析モデルを図－１に示す．前面

水深-18.0m のニューマチックケー

ソン式護岸で，ケーソンの幅は 10m

とした． 

地層構成は上図に示したとおりである．-32.5m に土丹層上面を

設定し支持層上面とした．その上には沖積粘性土がある．  

地盤定数は表－１のように設定した．護岸背面側の粘性土は埋土

荷重による強度増加を考慮している．砂岩ズリの物性値は佐藤らの

研究 2）を参考に決定した．解析に使用した地震波は，横浜港の港

湾施設の設計に使用された L2 地震波である．入力最大加速度は

500gal，継続時間は 70 秒間とした．  

２. 検討ケースとパラメータ 

次の３項目をパラメータとして，ニューマチックケーソン式護岸の地震時変位特性を検討した．すなわち，

①護岸背面の埋土の液状化の有無，②土丹層への根入れ長さ，③土丹層のせん断強度，である．  

① については，［液状化が生じた場合／生じない場合］である．［液状化が生じる場合］の埋土の物性は細

粒分含有率 Fc=20%，変相角=28 度，平均 N値=7～8 として液状化パラメータを決定した．平均せん断応力比が

0.22 での液状化繰返し回数 N=17 程度である． 

②の土丹層への根入れ長と③の土丹層のせん断強度は，ニューマチックケーソン式護岸の下端の支持力特性

をパラメータにしたものである．根入れ長は 10m と 6m の２ケースとした．土丹のせん断強度はφ=0，C=1400

と 700kN/m2とした．土丹のせん断強度はφ=0，C=1400kN/m2程度が通常の値であるが，天端変位に与える強度

定数の感度を調べる目的で，半分の強度の C=700kN/m2のケースも検討した． 
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土層 Ｃ(kN/m2) φ（度）

埋土 0 30 

裏込石 0 35 

砂岩ズリ 20 35 

粘性土（海側） 10 30 

粘性土（背面） 95 30 

土丹 1400/700 0 

 

粘性土 
裏込石

埋土 
砂岩ズリ

ケー ソン 

土丹

▽ ＋4.0

▽－50.0

▽－27.0
▽－32.5

10m 100m 100m 

▽ ＋2.0

▽ －18.0 

表－１ 入力定数
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図－２ 残留変位の時刻歴 

図－３ 土圧分布 

３. 計算結果 

L2 地震後の護岸天端の残留水平変位

を表－2 に示す．背面の埋土に液状化

が生じ，かつ，根入れ長が短く（D=6

ｍ），土丹のせん断強度を小さく

（C=700kN/m2）仮定した場合の護岸

天端の水平変位が，当然ながら最

大で，86cm となった． 

このとき護岸前面の鉛直面との

傾きは2.2度と小さな値であった．

このケースの天端水平変位の時刻歴を図－２に示す． 

護岸天端の最大加速度は，600～750gal，躯体下端で

400gal であった． 

（D=6ｍ，C=700kN/m2，液状化）のケースのケーソン周

辺地盤要素の面直角方向応力度の分布（側面の「土圧」，

底面の「地盤反力」）を図－３に示す．図には，地震前

の応力状態（点線）と，地震中の最大値（実線）を示す．

土丹層より上部の背面側からは「地震時主働土圧」が作

用している．土丹層では，護岸躯体の転倒に抵抗すべく，

前背面の反力土圧と底面の三角形分布の鉛直方向地盤

反力が見られる． 

解析モデルでは，ケーソンと地盤の接触面に「ジョイ

ント要素」を付けた．そのため，前面下方の反力がゼロ

になり，底面地盤反力の後方（右側）が若干浮き上がっ

ていることがわかる． 

（D=6ｍ，C=700kN/m2，液状化）のケースで，[周辺地

盤の地震時土圧]，[躯体に作用する地震力]，[残留水圧]

の３つの外力を用いて，L2 地震時の躯体の曲げモーメ

ントとせん断力を計算した．その値は，法線方向 1m 当たりで， Ｍ= 118,100kN･m/m，Ｓ= 6,600kN/m であっ

た．上記の断面力に対する必要なケーソン断面は，外形寸法は 10m x 10m の矩形断面，側壁厚さは 1m，側壁

には鉄筋Ｄ51 を 1m 当たり 17 本程度配置すればよいことがわかった． 

まとめ 

ニューマチックケーソンを護岸に適用したとき，下端が土丹のような良質な支持地盤に根入れされている場

合には，L2 地震における天端変位が非常に小さな値に収まった．しかも，液状化を防ぐための地盤改良など

の補助工法なしでも，L2 で 1m 以内の残留天端変位となった．ニューマチックケーソン式護岸が，護岸の水平

変位を抑制するのに有効な方法であることが確認できた．今後，支持層の剛性とせん断強度が土丹より小さい

（弱い）場合の変位特性について検討を進め，さらに適用地盤の範囲を広げていくことにしたい． 
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土丹への根入れ長 D = 10 m D = 6 m 

土丹のせん断強度 1400kN/m2 700kN/m2 1400kN/m2 700kN/m2

残留変位(液状化なし) 16cm 22cm 23cm 39cm 

残留変位(液状化あり) 25cm 52cm 48cm 86cm 
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表－2  ケース毎の残留変位 
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